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第１ 趣 旨 
 
 

熊本県（以下「県」という。）、熊本県教育委員会（以下「県教委」という。）

と熊本労働局（以下「労働局」という。）は、全国ネットワークで職業紹介や

雇用対策などを行う労働局と、地域の実情に応じた労働政策や産業政策を行

う県、将来を担う人材を育てる県教委が、それぞれの役割や強みを活かして、

密接な連携のもと、効果的・一体的に施策を実施することにより、県経済の

発展と県民のくらしの向上を図るため、平成２８年１月２８日に「熊本県雇

用対策協定」（以下「協定」という。）を締結した。 
 

この協定に基づき、労働局と県、県教委の相互協力の関係をさらに深め、 

それぞれの施策を実施していくことにより、県・県教委では、平成２８年

１２月に策定した「ひと・しごと輝きプラン」の取組を、労働局において

は県内事業所や求職者の雇用対策、働き方改革､女性の活躍推進などに向け

た取組を、それぞれ今後、加速させていくこととする。 

 また、平成２８年熊本地震からの復旧・復興に向けて、相互に連携して

取組を推進していくこととする。 

 

なお、協定において、「それぞれが取り組む施策の推進に資するため、必要

な要請を相互に行うことができ、要請に対しては誠実かつ迅速に対応するも

のとする。」としており、要請があった場合は、互いにその要請に対して誠実

かつ迅速に対応するよう努めるものとする。 
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第２ 協定に基づく平成２９年度の主な雇用施策  

１ 雇用情勢等求人・求職に関する各種情報の共有  

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・政策課題に応じた地域、産業、職業、年齢、資格別データを提供する。【職業安定課】

（以下【安定課】という。） 

・雇用関係助成金の活用を通じた事業主に対する支援を行う。【職業対策課】（以下【対

策課】という。） 

・求職情報（希望職種、希望地域、学歴、履修科目、Ｕターン、訓練受講歴、希望賃金、

高齢、障害、性別など）を提供する。【安定課】 

・求人情報（常用、パート、Ｕターン、定年制、宿舎・託児施設、育児・介護休業実績、

退職金、週休二日制、雇用形態）を提供する。【安定課】 

・雇用保険情報（適用事業所及び資格取得・喪失関係情報の産業別、地域別、事業主都

合離職者、本人都合離職者、年齢別などの離職・採用・給付データ）を提供する。【安

定課】 

・県内私立学校、県立高校・特別支援学校の県内就職促進に関して助言する。【地方訓

練受講者支援室】（以下【支援室】という。） 

・採用時賃金情報（地域・産業・職業別・常用・パート）を提供する。【安定課】 

 
≪県・県教委が実施する業務≫ 
・県内における労働・産業人材育成関係施策を推進するために各種データや統計情報を

活用し、各種施策推進のために必要な検討、検証を行う。【労働雇用創生課】 

・県内における産業振興のために各種データや統計情報を活用し、県内産業振興のため

の支援を行う。【産業支援課】 

・県内私立学校（中学校、高等学校、専修学校、各種学校）の卒業者の県内就職を促進

するために、関係機関の通知等を活用し、必要に応じて助言を行う。【私学振興課】 

・新規高卒者・新規特別支援学校高等部卒業者の県内就職を促進するために、各種統計

やデータを活用し、各種県内就職推進施策の検討、検証を行う。【高校教育課、特別支

援教育課】 

・過年度高卒者・過年度特別支援学校高等部卒業者の離職者について、各種統計やデー

タを活用し、各種就職支援策の検討、検証を行う。【高校教育課、特別支援教育課】 

 
 
 

県、県教委における施策・事業の企画・検討及び検証に当たり、労働局は雇用

情勢等求人・求職に関する各種の必要な情報を提供し、情報を共有する。 

また、ぞれぞれの機関の事業の広報について、必要に応じ、連携して実施する。 
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【目 標】  
◇（労働局）ハローワークによる就職件数（常用）： 

27,911 件/年  (Ｈ28 年度目標値：30,454 件） 

◇（労働局）ハローワークによる充足件数（常用）： 

27,412 件/年  (Ｈ28 年度目標値：29,864 件） 

◇（県・県教委）新規学卒就職者（県内高等学校）の県内就職率： 

62.0％    （Ｈ27年度実績：57.9％） 

 

 

２ 県内求職者の就職支援 

(1) 一体的実施事業とくまジョブの効果的な運営  

 
 
 
 
≪労働局が実施する業務≫ 
・「くまジョブ」（一体的実施事業施設）において目標数値を定め運営する(別途「熊本県

と熊本労働局による一体的実施事業運営計画」を策定する。）。【安定課】 

・県との緊密な連携による女性・子育て者対象のセミナー及び面接会等を開催する。【安

定課】 

 
≪県・県教委が実施する業務≫ 
・「くまジョブ」（一体的実施事業施設）において、労働相談、特別労働相談、生活相談

及びキャリア・カウンセリングを実施し、求職者に対して一連の就労支援関連サービ

スをワンストップで提供する。【労働雇用創生課】 

・労働局と連携し、女性・子育て者対象のセミナー等を開催する。【労働雇用創生課】 

 

【目 標】  
◇（合同）女性・子育て者対象のセミナー及び面接会等の開催回数： 

1 回/年（平成 27 年度：2回/年） 

◇（合同）一体的実施事業施設における目標数値： 

労働局（Ｈ27年度実績） 県（Ｈ27年度実績） 

利用者数：40,000 人（42,275 人） 労働相談件数：900 件（748 件） 

就職件数：1,300 件（1,573 件） 

うち女性・中高年の占める割合：70％ 

キャリア・カウンセリング利用者数：800

人（826 人） 

就職率：33.0％（33.2%） 生活相談利用者数：95人（99人） 

労働局から県への誘導 300 人 県から労働局への誘導 300 人 

県と労働局は、「くまジョブ」において、ハローワークによる職業紹介業務と、

県による就労支援業務を一体的に実施し、求職者に対する就労関連サービスをワ

ンストップで提供する。 
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(2) ジョブカフェくまもと、ジョブカフェ・ブランチの効果的な運営 

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・ハローワーク、ヤングハローワークとジョブカフェ、ジョブカフェ・ブランチとの連

携強化による効果的な就労を支援する。【安定課・支援室】 

 
≪県・県教委が実施する業務≫ 
・「ジョブカフェくまもと」及び「ジョブカフェ・ブランチ」において、若者をはじめ通

常の活動では就職が困難な人たちを対象に、カウンセリングやマッチング支援を行う

とともに、「しごと開拓員」により求人開拓を行い就労を支援する。【労働雇用創生課】 

 

【目 標】  
◇（県）ジョブカフェ利用者における就職決定者： 

7,200 人/4 年(Ｈ31 年度) (Ｈ27 年度実績：1,800 人/年) 

  

(3) 高齢者の就職支援 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・高齢者の職業相談や職業紹介、求人開拓等を円滑に進めるための、求職者情報や求人

情報を提供する。【安定課・対策課】 

・募集・採用に係る年齢制限禁止の取組を推進する。【安定課】 

・高齢者の希望や能力に合う多様な就労形態を検討・推進するための情報の提供や連絡

調整、協議を行う。【安定課・対策課】 

・「生涯現役社会」実現に向けた就労を促進する。（生涯現役支援窓口での就労支援、高

年齢者雇用確保措置の導入指導、セミナーの実施、高年齢者雇用アドバイザー制度や

助成金の活用、生涯現役促進地域連携事業の周知）【対策課】 

・シルバー人材センター事業を推進する。（センターの指導、連絡会議の開催）【対策課】 

 
≪県・県教委が実施する業務≫ 
・高齢者になっても生涯現役で活躍できるよう、高齢者の能力を生かした積極的な社会

県と労働局は、「ジョブカフェくまもと」及び「ジョブカフェ・ブランチ」と

ハローワーク、ヤングハローワークが連携・協力して、フリーター等の若者をは

じめとする就職に課題のある方の就労を効果的に支援する。 

県と労働局は、熊本県高年齢者就労促進連絡会議等を通じて、連携・協力し

て高齢者の就職・職場定着支援を支援する。 
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活動を推進し、生活の安定を高めるために、就職を機希望する高齢者に対して職業紹

介や企業訪問等による求人開拓を実施する。（県総合福祉センター、各地域振興局の計

１１カ所）【高齢者支援課】 

・高齢者の希望や能力に応じて柔軟な働き方ができる仕組みを構築するために、関係者

との合意形成（推進協議会）、シンポジウム等の開催による県民の意識啓発、雇用者側

への高齢者雇用の働きかけ等を行う。【高齢者支援課】 

・年齢に関わりなく各人が活躍できる社会を実現するために、九州・山口各県の共同で

設置した「九州・山口７０歳現役社会推進協議会」を通じて高齢者雇用に係る優良事

例の表彰等を行う。【労働雇用創生課】 

・（公社）熊本県シルバー人材センター連合会の運営を支援する。【労働雇用創生課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）生涯現役支援窓口での 65歳以上の就職件数:78 件 

◇（県）高齢者無料職業紹介所を通じた就職者数： 

650 人/年(Ｈ31 年度)   (Ｈ27 年度実績：434 人/年) 

  

(4) 障がい者等の就職支援  

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・障害者雇用率未達成企業に対する法定雇用率達成指導を行う。【対策課】 

・障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等地域の関係機関や特別支援学

校との連携による就労等支援を強化する。【対策課】 

・精神障害、発達障害等障害特性に応じた専門支援員による個別支援等を行う。【対策

課】 

・トライアル雇用、精神障害者雇用トータルサポーター支援、各種助成金等の支援策を

活用した就労及び職場定着支援を行う。【対策課】 

・障害者等の各種データや資料を提供する。【対策課】 

・新卒応援ハローワークやハローワークにおける新卒者等に対する就職支援、就職後の

職場定着支援（ジョブサポーター活用）を行う。【対策課】 

・障害者就職面接会を実施する。【対策課】 

 
≪県・県教委が実施する業務≫ 
・県内６カ所に設置している障害者就業・生活支援センターにおいて、就業に関する相

談支援を行う。【労働雇用創生課】 

・障がい者の就労移行を支援する就労移行支援事業所に対して運営費の負担や職員研修

県、県教委と労働局は、熊本県障害者自立支援協議会等を通じ、連携・協力

して障がい者等の就職・職場定着を支援する。 
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の支援等、運営を支援する。【障がい者支援課】 

・「ソーシャルファーム」のモデル事例の現状・課題の把握・分析等により、モデル育成

に向けた支援策を検討する。【福祉のまちづくり室】 

・特別支援学校キャリアサポーターと関係機関が連携し、新規特別支援学校高等部卒業

者について求人開拓や就職後の定着指導を行う。【特別支援教育課】 

・就労支援ネットワーク会議を設置し、企業等との連携の強化、理解啓発を図る。【特別

支援教育課】 

・企業向け説明会等の中で特別支援学校の生徒に関する情報提供を行う。【特別支援教育

課】 

・技能検定の実施等を通して生徒の理解啓発を図る。【特別支援教育課】 

  

【目 標】  
◇（労働局）障害者の就職件数：前年度実績以上（平成 27年度実績：2,159 件/年） 

◇（労働局）障害者就職面接会の開催件数：2回/年（平成 28 年度：2回/年） 

◇（県）障害者就業・生活支援センター利用者の一般事業所への就職件数： 

497 人/2 年(Ｈ29 年度)   (Ｈ27 年度実績：235 人/年) 

 

(5) 難病患者・がん患者等の就職支援 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・難病患者就職サポーター（ハローワーク熊本）による就職・就労支援を実施する。【対

策課】 

・各種助成金等の支援策を活用した就労及び職場定着支援を行う。【対策課】 

・がん診療連携拠点病院等の関係機関と連携したがん患者等の長期にわたる治療等が必

要な疾患を持つ者に対する就職支援、就労継続等支援を行う。【安定課】 

・「事業場における治療と職場生活の両立支援のためのガイドライン」の周知徹底を図り、

治療と職業生活の両立支援に係る取組を推進する。【健康安全課】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・熊本県難病患者就労支援ネットワーク会議を開催し、関係機関の連携体制の構築、情

報共有を図り、難病患者の就労支援を実施する。【健康づくり推進課】 

・熊本県難病相談・支援センターにおいて就労相談支援を実施する。【健康づくり推進課】 

・熊本県がん患者等就労支援ネットワーク会議を開催する。【健康づくり推進課】 

・がん患者等の就労支援の内容を取り入れた研修会・講演会等を実施する。【健康づくり

推進課】 

県と労働局は、就労支援ﾈｯﾄﾜｰｸ会議等を通じて相互の連携を深めて難病患者・

がん患者等の就職・就労継続等を支援する。 
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・がん患者の就労支援に関するリーフレットを作成し対象者に配布する。【健康づくり推

進課】  

 

(6) 生活困窮者等の就職支援  

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・支援対象者に適合した求人情報の提供、職業紹介、職業訓練のあっせん、求人開拓、

担当制による支援等のチーム支援を適切に実施し、必要に応じて就労後のフォローア

ップを実施する。【支援室】 

・ハローワークに就職支援ナビゲーター等を配置し、ハローワークと福祉事務所等とが

連携して個々の状況、ニーズ等に応じたきめ細かな就労支援を実施（生活保護受給者

等就労自立促進事業）する。【支援室】 

・県の要請に基づき巡回相談等を行う。【支援室】 

・特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者等雇用開発コース）を活用した就労支援

を行う。【支援室】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・生活保護受給者、住居確保給付金受給者及び生活困窮者自立支援法に基づく自立相談

支援による支援を受けている生活困窮者等の支援対象者の状況を総合的に把握し、ハ

ローワークへの適切な誘導、就労意欲の喚起、その他必要な支援等を行う。【社会福祉

課】 

・福祉事務所等に自立支援プログラム策定員を配置し、生活保護受給者等のうち児童扶

養手当受給者に対し個別に自立支援プログラムを策定・実施することにより自立促進

を図る「母子・父子自立支援プログラム策定事業」を実施する。【子ども家庭福祉課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）生活保護受給者等の就職件数：850 件/年（平成 28 年度目標値：900 件/年） 

 

 

３ 誘致企業等県内事業主の人材確保支援 

(1) 誘致企業の人材確保等に対する一体的な支援  

 

 

 

県と労働局は、熊本県生活保護受給者等就労自立促進事業協議会等を開催し、

事業実施計画の策定等連携を促進するなど、生活保護受給者等の生活困窮者等に

対する一体的な就労支援を行う。 

県と労働局は、企業誘致情報、労働市場情報等を共有し、県が実施する企業誘

致の推進に連携・協力して取り組むとともに、進出企業に対して雇用関係助成金

制度の活用など各種施策により、進出企業の人材確保等を支援する。 
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≪労働局が実施する業務≫ 
・誘致企業へのハローワークからの直接的支援（誘致時の求職者情報を活用した一体的

プレゼン、誘致後の人材紹介支援）を行う。【安定課】 

・進出（予定）企業への雇用統計等（職業別求人・求職状況、職業別求人・求職（希望）

賃金、産業別求人賃金など）の情報を提供する。【安定課】 

・地域雇用開発奨励金（雇用機会が不足している地域への雇用機会の増大・創出支援助

成金）等の活用を通じた事業主支援を行う。【対策課】 

・雇用管理指導援助業務（定着支援、求人開拓など）を推進する。【安定課】 

・求人・求職者情報のオンライン提供を推進する。【安定課】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・展示会での各ブース訪問による誘致活動や、業界団体会合等の機会を捉えた知事トッ

プセールス、更なる新規企業開拓及び訪問など企業誘致を積極的に推進する。【企業立

地課】 

・既立地企業のフォローアップとして企業情報を収集した上で企業の事業活動を支援す

る。【企業立地課】 

 

【目 標】  
◇（県）企業立地件数： 25 件/年 (Ｈ27 年度実績：35件/年) 

◇（県）企業立地による新規雇用予定者数：1,050 人/年 (Ｈ27 年度実績：1,012 人/年) 

 

(2) 県内企業・事業主における人材確保・職場定着に向けた支援  

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・雇用関係助成金（就職困難者を雇い入れた場合の助成金、非正規雇用の労働者を支援

するキャリアアップ助成金、トライアル雇用奨励金など）の活用により雇用を支援す

る。【対策課】 

・戦略産業雇用創造プロジェクト事業による雇用を支援する。【対策課】 

・事業所訪問による職場定着支援を行う。【安定課・対策課】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・セミコンダクタ関連産業、食料品関連産業及び観光関連産業を対象業種として「くま

県と労働局は、連携・協力して、人材確保に係るマッチング支援や雇用関係助

成制度の活用など各種施策により、県内企業・事業主における人材確保や職場定

着を支援する。 
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もと雇用創出総合プロジェクト」を実施し、事業主の雇用拡大に対する助成、求職者

向けの人材育成等を行う。 

・企業見学会やインターンシップの実施により県内企業と大学生が相互理解を深める機

会を提供し、県内企業への就職に繋げることにより、県内企業の人材確保を支援する。 

・首都圏に転出した学生等を対象に、九州・山口各県の共同で合同会社説明会等を実施

し、県内企業へのＵＩＪターン就職を促進する。【労働雇用創生課】 

・九州各県と連携して、マッチングサイトの管理・広報や、企業・留学生向けの利用促

進セミナーを実施することにより、県内中小企業等の海外展開の促進と優秀な人材確

保を支援する。【労働雇用創生課】 

 

【目 標】  
◇（合同）戦略産業雇用創造プロジェクトによる新規雇用者数： 

283 人（Ｈ27 年度実績：292 人） 

 

 

４ 新規学卒者等の県内就職の促進  

(1) 新規学卒者等の県内就職促進  

 

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・新卒応援ハローワークやハローワークに学卒ジョブサポータを配置し、新卒者等に対

する就職支援、就職後の職場定着支援を行う。【支援室】 

・経済団体への採用要請や高卒求人の早期提出の依頼を行う。【支援室】 

・新規高卒者の就職希望者の保護者に対して就職促進のための呼びかけ（通知）を行う。

【支援室】 

・県内学生への地元企業のＰＲ（職業講話を通じたアピールなど）を行う。【支援室】 

・県内各地域のハローワーク、県立高校・特別支援学校、ジョブカフェ・ブランチと地

域の経済団体による新規高卒者等の県内就職促進のための連絡会議に参画する。【支援

室】 

・産学官連携による新規学卒者の県内就職推進組織の開催・運営に協力する。【支援室】 

・若者雇用促進法による就職促進（職場情報提供の義務化､労働関係法令違反による求人

不受理、ユースエール認定企業など）を図る。【安定課・支援室】 

・就職面接会（ジョブナビ、若者応援宣言企業対象、未内定者対象など）を実施する。

【支援室】 

県、県教委と労働局は、関係機関や経済団体等とも連携・協力して、県内就職

推進のための連絡会議の開催、情報の共有・活用、学生や保護者への働きかけや

企業見学会、インターンシップ、就職面接会の開催などの取組により、新規学卒

者等の県内就職の促進を充実・強化する。 
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・新卒応援ハローワークに設置した「学生等震災特別相談窓口」において、被災した就職

活動中の学生等のニーズに応じた職業相談等を実施する。【支援室】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・県立高校及び特別支援学校にキャリアサポーター、県立の工業関係高校全てにしごと

コーディネーターを配置し、ハローワークやジョブカフェ等の関係機関と連携した上

で求人開拓や就職相談、卒業者への定着指導や再就職助言を実施することにより、高

卒者等の県内就職を促進し、早期離職を防止する。【高校教育課、特別支援教育課】 

・県内の各地域のハローワーク、県立高校・特別支援学校、ジョブカフェ・ブランチと

地域の経済団体等が参加する連絡会議を開催し、関係情報を交換・共有した上で連携

して新規高卒者等の県内就職の促進や早期離職の防止に取り組む。【高校教育課、特別

支援教育課、労働雇用創生課】 

・ブライト企業の認定を行うとともに、ブライト企業を目指す企業にアドバイザーを派

遣するなど、ブライト企業の増加と県民への認知度アップを図る。【労働雇用創生課】 

・【再掲】企業見学会やインターンシップの実施により県内企業と大学生が相互理解を深

める機会を提供し、県内企業への就職に繋げることにより、県内企業の人材確保を支

援し、学生の就職における早期離職と県外流出を防止する。【労働雇用創生課】  

・学校現場や企業との連携により、県内の高校生・大学生に向けて、魅力ある県内企業

の発信や、熊本暮らしの魅力を実感できるような企画事業を実施する。【商工政策課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）学卒ジョブサポーターによる正社員就職件数： 

3,650 件/年 （Ｈ28 年度目標値 3,774 件） 

◇（労働局）学卒者向け公共訓練の正社員就職率： 

90％（Ｈ32 年度） （Ｈ28 年度からの新規事業） 

◇（労働局）ユースエール認定企業数： 

10 社/年（Ｈ32年度） （Ｈ28 年度からの新規事業） 

◇（県）新規学卒就職者（県内大学）の県内就職率： 

54.4％（Ｈ31年度）  （Ｈ27 年度実績：44.7％）  

◇【再掲】（県・県教委）新規学卒就職者（県内高等学校）の県内就職率： 

62.0％    （Ｈ27年度実績：57.9％） 

◇（県）ブライト企業認定数：（Ｈ31年度）200 社/5 年 （Ｈ28 年度実績：108 社/2 年） 

 

(2) 若年無業者等の県内就職促進・職場定着支援  

 

 

 

県、県教委と労働局は、関係機関とも連携・協力して、若年無業者等の県内就

職促進や職場定着を支援する。 
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≪労働局が実施する業務≫ 
・県内２地域（熊本地域、玉名地域）のサポートステーション（以下「サポステ」とい

う。）とハローワークの連携により就職支援を行う。【支援室】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・若年無業者を対象とした相談窓口「サポステ」を通じて、臨床心理士によるカウンセ

リングや各種セミナーを開催する。【労働雇用創生課】 

・若者支援協力機関・団体で構成されるネットワーク組織を設置・運営し、サポステと

関係機関の連携を促進する。【労働雇用創生課】 

・キャリアサポーター、しごとコーディネーター及び特別支援学校キャリアサポーター

が、サポステやハローワーク等の関係機関と連携した上で卒業者への定着指導や再就

職助言を実施する。【高校教育課、特別支援教育課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）サポステ利用の就職件数：258 件/年（平成 27年度実績：463 件/年） 

 

 

５ 県外在住者のＵＩＪターン就職の促進  

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・全国ネットワークの強みを生かして、県が運営する「熊本県ＵＩＪターン就職支援セ

ンター」及び「くまもと移住定住支援センター」の周知を図る。【安定課】 

・都市圏において実施される就職面接会などへの支援や移住相談会、移住就職相談会な

どの情報発信に協力する。【安定課】 

・全国のネットワークのハローワークの強みを生かして職業相談、職業紹介を行う。【安

定課】 

・移転費の積極的活用、現地職業相談・紹介など移住元ハローワークと連携した支援、

地元求人情報の提供など移住定住者の就労支援を行う。【安定課】 

・ＬＯ活プロジェクト（首都圏及び近畿圏の大学生等に対する地方就職への支援～情報

提供、セミナーの実施、個別相談会、就職面接会など）を実施する。【安定課】 

・県内出身の県外大学等へ進学した学生の父母等への情報を提供する。【安定課】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・「熊本県ＵＩＪターン就職支援センター」における企業情報の提供や、職業相談などを

県、県教委と労働局は、ＵＩＪターン就職・移住の推進に連携・協力して取り

組むとともに、県外学生及びその保護者への働きかけ等について連携・協力し、

県外在住者のＵＩＪターン就職・移住の促進を充実・強化する。 
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実施するとともに、ＵＩＪターン就職にかかるイベントを東京で開催し、熊本の企業

とＵＩＪターン就職希望者とのマッチングを支援する。【労働雇用創生課】 

・【再掲】首都圏に転出した学生等を対象に、九州・山口各県の共同で合同会社説明会等

を実施し、県内企業へのＵＩＪターン就職を促進する。【労働雇用創生課】 

・東京と熊本県庁内に、暮らし情報等を一括して提供する窓口を設置し、専任の相談員

を配置する。【地域振興課】 

・他団体主催の移住フェア出展及びふるさと回帰支援センター等による移住相談会を開

催する。【地域振興課】 

・移住定住受入市町村に対して研修を実施する。【地域振興課】 

・移住定住ホームページでの情報発信、広報ＰＲ、移住冊子作成等により移住定住関係

情報を広く発信する。【地域振興課】 

・キャリアサポーター及びしごとコーディネーターにより、既卒高校生に対して県内就

職関係情報を提供するとともに、ＵＩＪターン就職者に対して定着指導や再就職助言

を実施する。【高校教育課】 

 

【目 標】  
◇（県）熊本県ＵＩＪターン就職支援センター登録者におけるＵＩＪターン就職者数： 

 (Ｈ31 年度) 300 人/4 年 

◇（県）くまもと移住定住支援センター等への移住定住に関する相談件数： 

 (Ｈ31 年度) 5,000 件/4 年 (Ｈ27 年度実績：1,052 件/年) 

 

 

６ 県の産業施策と連携した産業人材の育成・確保、職場定着支援  

(1) 地域・社会や企業のニーズに応じた産業人材の育成・確保 

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・地域、産業、職業、年齢、資格別等の雇用関係統計データを提供する。【安定課】 

・公共職業訓練、求職者支援訓練を通じた求職者の能力開発等、訓練修了者への就職支

援を行う。【支援室】 

・訓練ニーズ及び労働市場情報の共有化による公的職業訓練コースの総合的な設定を行

う。【支援室】 

・公的職業訓練の愛称・キャッチフレーズ「ハロートレーニング～急がば学べ～」につ

いて、周知・広報に努め、公的職業訓練の認知度向上及びさらなる活用促進を図る。

【支援室】 

県と労働局は、熊本県地域訓練協議会等を通じて、職業訓練のニーズや労働情

報を共有し、求職者等の効果的な職業能力開発の促進により、地域・社会や企業

ニーズに応じた産業人材の育成・確保を図る。 
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・キャリア形成促進助成金等の活用を通じた企業における労働者の職業能力開発への支

援を行う。【対策課】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・離職者を対象に民間教育訓練機関等を活用して 3 か月～2 年の職業訓練を実施する。

また、就労経験が少ない者の安定的就労への移行や就労後の職場への定着を目的に座

学と企業実習を組み合わせた 4か月の職業訓練を実施する。【労働雇用創生課】 

・技術の高度化等に対応するために、熊本地域の在職者を対象として地域・社会のニー

ズに応じた職業訓練を実施する。【労働雇用創生課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）公的職業訓練の修了後 3か月後の就職件数： 

1,542 件/年  （Ｈ28年度目標値）1,640 件 

◇（労働局）ジョブ・カード活用による有期実習型訓練の正社員就職率： 

80％（Ｈ32 年度） （Ｈ27 年度）66.7％ 

◇（県）県職業能力開発協会が行う技能検定の合格者数： 

5,900 人/4 年(Ｈ31 年度) (Ｈ28 年度実績：1,364 人/年) 

 

  

(2) 人手不足が深刻になっている産業・分野における人材育成・確保  

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・ハローワーク熊本に設置する「人材確保対策コーナー」を中心に人手不足産業・分野

等の事業主に対する人材確保支援、雇用管理支援を行う。【安定課】 

・人手不足産業・分野等イメージアップ各種イベント開催におけるブース設置等の協力

を行う。【安定課】 

・「熊本県介護人材確保対策推進協議会」への参画等による介護人材確保に係る課題や取

組についての情報共有や連携、その他広報や啓発活動に協力する。【安定課】 

・福祉・介護分野の求人・求職情報を提供する。【安定課】 

・就職面接会等における連携強化を図る。【安定課】 

・農業法人等の雇用に関する情報を提供する。【対策課】 

・キャリア形成促進助成金等を活用した人材育成支援を行う。【対策課】 

・公益社団法人熊本県看護協会と連携して看護師の就職支援及び雇用管理改善を行う。

【安定課】 

県と労働局は、各種人材確保推進協議会等を通じ、支援策の情報を共有し、連

携・協力して施策を実施することにより、人手不足が深刻になっている分野にお

ける人材の育成・確保を図る。 
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・ナースセンター・ハローワーク連携事業により看護師等の就職支援を強化する。【安定

課】 

・保育士マッチングプロジェクトによる保育士の就職支援及び雇用管理指導を行う。【安

定課】 

・建設労働関係者との連携による雇用改善事業を実施する。【対策課】 

・委託事業「介護分野における人材確保のための雇用管理改善推進事業」を通して雇用

管理改善を促進する。【安定課】 

・建設分野及び福祉分野における被災求職者を中心としたとした事業所説明会、就職面

接会等を実施する。【安定課】 

・建設労働者確保育成助成金（若年・女性労働者向けトライアル雇用助成コース）を活

用し、就職促進を図る。【対策課】 

 
≪県・県教委が実施する業務≫ 
・主に若者を対象に、震災復旧に係る技能士等の活躍を発信しものづくり産業への入職

を促すとともに、技能向上や人材育成に取り組む技能団体の支援を行う。【労働雇用創

生課】 

・３分野（ＩＴ、ＢＰＯ・コールセンター、建設）において、関係機関と一体となって

人材確保・育成のためのスキルアップ研修及び雇用型現場実習訓練を行う。【労働雇用

創生課】 

・行政、事業者団体、養成機関団体等の関係機関による「熊本県介護人材確保対策推進

協議会」を設置し、人材確保に係る課題や取組についての情報共有、連携可能な取組

等について意見交換等を行う。【高齢者支援課】 

・介護職への理解促進のために、学生や保護者等をはじめ広く県民に対して介護職の魅

力、専門性等をＰＲするパンフレットやイベント開催等による広報等を行う。【高齢者

支援課】 

・介護事業者や施設の管理者等を対象とした人材確保や勤務条件の改善を促すためのセ

ミナー開催を支援し、職場環境や勤務条件等の見直し、職員の処遇改善に対する意識

改革、積極的な取組を促す。【高齢者支援課】 

・関係団体等が現任介護職員を対象として定着支援等を目的に実施する、職員の経験年

数や役割に応じた研修や、施設の種類や業種を跨いだ横断的な研修など各種研修への

助成を実施する。【高齢者支援課】 

・訪問介護サービス等の質の向上を図るため、訪問介護員等の介護の知識や技術を向上

させる研修を実施する。【高齢者支援課】 

・喀痰吸引等の知識や技術を修得するための研修を行い、医療的ケアを安全に行うこと

ができる介護職員等の養成を実施する。【高齢者支援課】 

・介護施設で周辺的業務に従事する介護アシスタントを導入し、介護福祉士等が専門的

な業務に専念できる環境を築くことで、介護現場の担い手確保、負担軽減につなげる。
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【高齢者支援課】 

・介護事業所で、介護に従事する者が、介護職員初任者研修を受講する際の当該受講料

の助成（施設への助成）を行い、一定の介護知識や技能の習得による資質向上及び職

員の介護現場への定着につなげる。【高齢者支援課】 

・キャリア支援専門員を配置し、求人ニーズの把握や求職者の適性確認を行った上で合

同面接会の開催等により福祉施設への就職を促進するとともに、就職後の相談対応に

より職場定着を支援する。【福祉のまちづくり室】 

・求職者や求人事業者向けの講習会や、離職者等に対する再就職のためのセミナーを開

催する。【福祉のまちづくり室】 

・福祉施設と福祉系学生との座談会や中学生向け出前講座、学生や一般の希望者等によ

る福祉施設職場体験や福祉入門セミナーの開催、学生や保護者をターゲットにした広

報等より福祉職のイメージアップを図り、福祉への就職を促進する。【福祉のまちづく

り室】 

・離職した介護福祉士等が再就職する際の準備金等の貸付を実施し、潜在介護人材の呼

び戻しを促進する。【福祉のまちづくり室】 

・地域において必要な医療提供体制を支える医師の確保を図るため、医学生を対象とす

る修学資金の貸与や自治医科大学卒業医師の派遣及び離職した女性医師の復職支援な

どを実施する。【医療政策課】 

・ナースセンターにおいて、未就業看護職員等に対する就業相談や研修の充実を図り、

再就業を促進する。【医療政策課】 

・保育士養成施設に通う学生への修学資金の貸付、潜在保育士に対する就職準備金の貸

付等を行うことにより、保育人材の確保を図る。【子ども未来課】 

・保育士再就職支援コーディネーターを熊本県社会福祉協議会に配置し、就職先の提案

や求職者と雇用者のニーズ調整を行う。【子ども未来課】 

・保育士養成施設の学生を対象とした就職説明会等を実施する。【子ども未来課】 

・幼保連携型認定こども園に勤務する幼稚園教諭免許を有する者に対し、保育士資格を

取得するために要した費用を補助することで、保育教諭の確保を図る。【子ども未来課】 

・農業高校等との連携、就農意欲の喚起に向けた活動支援等により新規就農者の確保を

推進する。【農地・担い手支援課】 

・親元就農希望者に対して体系的な研修を実施する。【農地・担い手支援課】 

・新規就農者の情報集約・発信や認定研修機関相互の連携強化等新規就農支援センター

の活動強化を支援する。【農地・担い手支援課】 

・認定研修機関が実施する就農準備研修を支援する。【農地・担い手支援課】 

・新規参入者の就農直後のフォロー活動及び営農に必要な初期段階の資材や施設整備に

対して支援する。【農地・担い手支援課】 

・熊本地震からの農業復興を進めるため、農業分野における労働力不足を解消するシス

テムを新たに構築し、人手が不足する産地への労働力支援の取組を行う。【農地・担い
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手支援課】 

・ 企業の農業参入に係る相談窓口運営、ホームページによる情報発信や展示会への出展、

参入セミナーの開催などにより企業の農業参入を支援する。【流通アグリビジネス課】 

・中学生向け建設産業フェア、高校生向けガイダンス、魅力発信展示会、学生・教師向

け現場見学会の開催や小中学生向け広報誌の発行、テレビＣＭの放映により建設産業

のイメージアップを図る。【監理課】 

・高校生の資格取得の支援、企業等による技術者等の資格取得への助成、企業等による

従業員処遇改善への助成により建設産業若手技術者等の育成を支援する。【監理課】 

・若年者を雇用し認定職業訓練を実施する企業への賃金助成により建設産業若手技能者

の雇用を促進する。【監理課】 

・県内建設業者の新卒者確保対策への支援や女性交流会の開催により建設産業への入職

を支援する。【監理課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）人材不足分野（介護・看護・保育）の就職件数： 

5,300 件/年  （平成 28 年度目標値：6,100 件/年） 

◇（労働局）建設分野の就職件数：914 件/年   （平成 28 年度目標値：940 件/年） 

◇（県）介護職員数： 32,516 人(Ｈ31 年度) (Ｈ27 年度実績：29,440 人) 

◇（県）自治体病院における常勤医師数：353 人(Ｈ31 年度) （Ｈ27年度実績：328 人） 

◇（県）看護職員の県内再就業数：530 人／年（Ｈ29年度）(Ｈ27 年度：337 人／年) 

◇（県）農林漁業における新規就業者数： 660 人 (Ｈ27 年度実績：634 人) 

◇（県）新卒（中学・高校）者の建設業就業者数：180 人 (Ｈ28.3 卒実績：154 人) 

 

 

(3) 障がい者の職業能力開発、マッチング及び職場定着支援  

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・【再掲】精神障害、発達障害等障害特性に応じた専門支援員による個別支援等を行う。

【対策課】 

・【再掲】トライアル雇用、精神障害者トータルサポーター支援、各種助成金等の支援策

を活用した就労及び職場定着支援を行う。【対策課】 

・【再掲】新卒応援ハローワークやハローワークにおける新卒者等に対する就職支援、就

職後の職場定着支援（ジョブサポーター活用）を行う。【対策課】 

 

県、県教委と労働局は、連携・協力して職業適応訓練や各種助成制度の活用、

職場定着の指導などにより、障がい者の職業能力開発やマッチング、職場定着を

支援する。 
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≪県・県教委が実施する業務≫ 
・知的障がい者を対象とした高等技術専門校での施設内訓練や、身体障がい者等を対象

とした民間教育訓練機関等を活用した委託訓練を実施する。【労働雇用創生課】 

・【再掲】県内６カ所に設置している障害者就業・生活支援センターにおいて、就業に関

する相談支援を行う。【労働雇用創生課】 

・【再掲】特別支援学校キャリアサポーターと関係機関が連携し、新規特別支援学校高等

部卒業者について求人開拓や就職後の定着指導を行う。【特別支援教育課】 

 

【目 標】  
◇【再掲】（労働局）障がい者の就職件数： 

前年度実績以上 （平成 27 年度実績：2,159 件/年） 

◇【再掲】（県）障害者就業・生活支援センター利用者の一般事業所への就職件数： 

 497 人/2 年(Ｈ29 年度)   (Ｈ27 年度実績：235 人/年)  

 

(4) 県内企業との連携等も含めたキャリア教育の推進 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・県内学生への地元企業のＰＲ（職業講話を通じたアピールなど）を行う。【支援室】 

・職業講話、職場見学、ジュニアインターンシップ、就職準備講習、高校内企業説明会、

進路指導担当教諭と企業の情報交換会など職業意識形成支援事業を実施する。【支援室】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・県立高校全校を対象として受入事業所等との連携により生徒の就業体験（インターン

シップ）を実施する。【高校教育課】 

・県立高校全校を対象としてキャリア教育の推進を図るため進路指導連絡協議会を開催

する。【高校教育課】 

・企業等と連携して特別支援学校において技能検定を実施する。【特別支援教育課】 

・企業等の方を外部専門家として授業に招き、生徒の職業教育の充実に努める。【特別支

援教育課】 

・「起業家精神」や「起業家的資質・能力」を有する人材の育成と、望ましい職業観や勤

労観を育成するため、「小・中学校等における起業体験推進事業」を実施する。【義務

教育課】 

【目 標】  
◇（県教委）インターンシップを体験した県立高校生（全日制）の割合： 

 69%  (Ｈ27 年度実績：68.2%) 

県、県教委と労働局は、県内企業等とも連携・協力して、公立小中学校・県立

高校等におけるキャリア教育を推進する。 
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７ 誰もが働きやすい労働環境の整備  

(1) 働き方改革の推進などによる誰もが働きやすい労働環境の整備 

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・「働き方改革推進熊本地方協議会」を通じて働き方改革を推進する。【雇用環境・均等

室】（以下「雇均室」という。） 

・「長時間労働削減」「年休取得促進」等について企業トップへの働きかけや労使団体へ

の協力を要請し「ワーク・ライフ・バランス」の推進を図る。【雇均室】 

・セミナー、会合を利用した周知・広報活動を行う。【雇均室】 

・時間外労働の削減等の自主取組を促すため、企業に対し働き方・休み方改善コンサル

タントによる相談・指導を行うとともに、厚生労働省「働き方・休み方改善ポータル

サイト」の周知、活用により全国の好事例の情報発信を行う。【雇均室】・労使間の個

別紛争解決援助制度（あっせん等）の周知及び活用促進を図る。【雇均室】 

・職場における障害者の虐待に係る通報等を行い、是正改善を図る。【雇均室】 

・過労死等防止対策推進法の周知、啓発を行うとともに、厚生労働省が主催する過労死

等防止対策推進シンポジウムの参加勧奨を行う。【監督課】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・【再掲】ブライト企業の認定を行うとともに、ブライト企業を目指す企業にアドバイザ

ーを派遣するなど、ブライト企業の増加と県民への認知度アップを図る。【労働雇用創

生課】 
・九州・山口ワーク・ライフ・バランス推進月間（１０月）において共通コンテンツ等

によるワーク・ライフ・バランスの周知・啓発を重点的に実施する。【労働雇用創生課】  

・労働局を中心に労使団体や熊本市と共同で設置した「働き方改革推進熊本地方協議会」

を通じて働き方改革を推進する。【労働雇用創生課】 

・ワーク・ライフ・バランスの推進等の職場環境整備に積極的に取り組もうとする企業

等へ専門的知識を持つアドバイザーを派遣する。【労働雇用創生課】 

・勤労者セミナーを開催し、労働者の職場環境の改善やワーク・ライフ・バランスの推

進等を支援する。 

・【再掲】「くまジョブ」において労働相談を実施し、労使双方からの様々な労働相談に

対応する。【労働雇用創生課】 

・不当労働行為の審査や労働争議の調整（あっせん、調停、仲裁）、個別労働関係紛争の

あっせんにより様々な労働問題を解決に導く。【労働委員会】 

 

県と労働局は、労使団体等とも連携・協力して、ワーク・ライフ・バランスの実現などの働

き方改革の推進や、労使間紛争の解決・未然防止などの取組により、誰もが働きやすい労

働環境の整備を強力に推進する。 
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【目 標】  
◇（労働局）「ワーク・ライフ・バランス実現」に向けた気運の醸成を図る。 

◇【再掲】（県）ブライト企業認定数： 200 社/5 年（Ｈ31 年度） 

（Ｈ28 年度実績：108 社/2 年） 

◇（県）民間事業所におけるワーク・ライフ・バランスの認知度： 

70.0％（Ｈ31 年度）  （Ｈ28年度実績：49.2％） 

 

(2) 不本意非正規雇用労働者の正社員転換・待遇改善及び正社員就職の推進 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・正社員転換・待遇改善実現プランの策定による平成 28年度から 5か年計画による目標

数値（不本意非正規雇用労働者の正社員転換、若者・派遣労働者・有期労働者・短時

間労働者などの正社員転換・待遇改善など）を定めて取り組む。【雇均室】 

・正社員就職強化月間を定めてマッチングの向上に向けた取組を実施する。【安定課】 

・キャリアアップ助成金の活用促進を図る。【対策課】 

・同一労働・同一賃金の実現に向けた非正規労働者の待遇改善の推進【雇均室】 

・労働契約法の無期転換ルールの周知・啓発【雇均室】 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・労働局を中心に労使団体や熊本市と共同で設置した「働き方改革推進熊本地方協議会

を通じて働き方改革を推進する。【労働雇用創生課】 

・高等技術専門校において就業訓練や技術講習を行うとともに、ジョブカフェにおいて

若年求職者への正社員求人情報の提供や就職相談等を実施する。【労働雇用創生課】 

・「くまジョブ」において、賃金や労働時間等処遇に関する相談に対応するとともに、キ

ャリア・カウンセリングの機会を提供する。【労働雇用創生課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）非正規雇用労働者の正社員転換を促進する。 
◇（労働局）ハローワークによる正規雇用に結び付いたフリーター等の件数： 

3,625 件/年  （Ｈ27年度目標値）3,639 件 

◇（労働局）ハローワークによる正社員就職件数： 

13,352 件/年  （Ｈ27年度目標値）15,239 件 

◇（労働局）ハローワークによる正社員求人数： 

65,531 件/年  （Ｈ27年度目標値）56,042 件 

◇（労働局）無期雇用派遣の増加：現状より 10%増（Ｈ32 年度）（Ｈ24 年度）17.3%（全

国の数値） 

県と労働局は、労使団体等とも連携・協力して、不本意非正規労働者の正社員転

換や待遇改善及び正社員への就職を推進する。 



 
 

- 20 - 
 

◇（労働局）紹介予定派遣の増加：全事業所数 12%（Ｈ32 年度） （Ｈ25年度）11.1% 

◇（労働局）キャリアアップ助成金活用による有期契約から正規雇用等へ転換した労働

者数：1,060 人（Ｈ28-32 年度）   194 人（Ｈ27 年度） 

 

(3) 女性の活躍推進に向けたキャリアアップや労働環境整備の支援 

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・改正育児・介護休業法の周知及び法の履行確保を図る。【雇均室】 
・男女均等取扱い確保等のための事業所訪問による指導（雇用均等指導員活用）を行う。

【雇均室】 

・女性活躍推進及び次世代育成支援のための行動計画の策定・届出の推進を図る。【雇均

室】 

・県と連携し、行動計画策定・届出が努力義務である企業の取組の推進を図るため、事

業主行動計画策定・届出企業情報を共有する。【雇均室】 

・女性活躍推進企業（えるぼし）認定、子育てサポート企業（くるみん・プラチナくる

みん）の普及促進を図る。【雇均室】 

・「女性活躍・両立支援総合ポータルサイト」等を周知・活用し、ポジティブ・アクショ

ンに取り組む事業主への支援を行う。【均等室】 

・両立支援等助成金活用を通じた事業主支援を行う。【雇均室】 
・職場におけるハラスメント対策（セクシュアルハラスメント、妊娠・出産等に係るハ

ラスメント、パワーハラスメント）について一体的に周知啓発・指導を行う。【雇均室】 

・施策等の効果的な広報のため、県市町村ホームページとのリンクを追加する。【雇均室】 

・パートタイム労働者の処遇改善、正社員転換を図るため、事業主への啓発指導を行う。

【雇均室】 
・マザーズハローワークにおける職業相談・職業紹介を行う。【安定課】 

・マザーズハローワークにおける職業訓練受講者の支援の充実等のため、職業訓練受講

給付金の支給業務の実施を含めたワンストップ化を推進する。【支援室】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・男女雇用機会均等法や育児・介護休業法等の周知、徹底を図るために企業の人事・労

務担当者等を対象としたセミナーを開催する。【労働雇用創生課】 

・【再掲】「くまジョブ」においてキャリア・カウンセリングを行う。【労働雇用創生課】 

・企業等における女性の社会参画の加速化を推進するため、企業・団体等が自ら具体的

目標を掲げ宣言する「女性の社会参画加速化宣言」を募集する。【男女参画・協働推進

県と労働局は、連携・協力して女性労働者のキャリアアップや企業におけるポ

ジティブ・アクションの推進を図り、女性の活躍推進に向けた労働環境の整備を

支援する。 
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課】 

・男女共同参画の機運の醸成等のために、男女共同参画に積極的に取り組む事業者を表

彰し広く県民に周知する。【男女参画・協働推進課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）マザーズハローワーク事業における担当者制による就職支援を受けた重点

支援対象者の就職率：89.4%  （Ｈ28年度目標値）88.5% 

◇（県）女性の社会参画加速化自主宣言または女性活躍推進法に基づく一般事業主行動

計画策定を行った事業所・団体数： 

300 団体(Ｈ31 年度)  (Ｈ27 年度実績：152 事業所・団体) 

◇（県）女性の労働力率：全国５位以内のレベル（H22 国勢調査 全国 15位）  

 

 

(4) 高齢者、障がい者等の活躍促進に向けた労働環境整備の支援  

 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・高齢者の希望や能力に合う多様な就労形態を検討・推進するための情報の提供や連絡

調整、協議を行う。【対策課】 

・【再掲】シルバー人材センター事業を推進（センターの指導、連絡会議の開催）する。

【対策課】 

・【再掲】「生涯現役社会」実現に向けた就労を促進する。（生涯現役支援窓口での就労支

援、高年齢者雇用確保措置の指導、セミナーの実施、高年齢者雇用アドバイザー制度

や助成金の活用、生涯現役促進地域連携事業の周知）【対策課】 

・障害者職業センター、障害者就業・生活支援センター等地域の関係機関や特別支援学

校との連携による就労等支援を強化する。【対策課】【再掲】 

・障がい者の状態に応じた労働環境の整備も含めた雇用主への啓発を実施する。【対策課】 

・若年性認知症支援コーディネーターとの連携、情報共有を図る。【対策課】 

・県内企業、障害者就業・生活支援センター等の関係機関を対象としたセミナー等にお

いて若年性認知症に関する周知を行う。【対策課】 

・各種助成金等の支援策を活用した就労及び職場定着支援を行う。【対策課】 

・がん診療連携拠点病院等の関係機関と連携した、がん患者等の長期にわたる治療等が

必要な疾患を持つ者に対する就職支援、就労継続等の支援を行う。【安定課】 

・【再掲】募集・採用に係る年齢制限禁止を取組んでいく。【安定課】 

 

県と労働局は、各種支援策の情報を共有し、連携・協力して制度等の理解促進

のための周知・啓発や施設整備等への助成等の施策を実施することにより、高齢

者、障がい者等の活躍促進に向けた労働環境の整備を支援する。 
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≪県・県教委が実施する業務≫ 
・【再掲】高齢者の希望や能力に応じて柔軟な働き方ができる仕組みを構築するために、

関係者との合意形成（推進協議会）、シンポジウム等の開催による県民の意識啓発、雇

用者側への高齢者雇用の働きかけ等を行う。【高齢者支援課】 

・啓発・周知リーフレットを配付し、若年性認知症及びその就労継続支援についての理

解を促進する。【認知症対策・地域ケア推進課】 

・若年性認知症支援コーディネーターの活動などを通し、一般企業の保健・労務担当者

における理解の促進を図る。【認知症対策・地域ケア推進課】 

・若年性認知症支援コーディネーターが必要に応じて就労継続の調整や働きかけを行う。 

・若年性認知症の主たる介護者となる場合が多い配偶者の離職防止・就労継続支援に向

け、本人が安心して過ごすことができる居場所を拡大するために、就労移行施設、就

労継続支援施設を含む介護事業所等における若年性認知症の方の受入促進を図る。【認

知症対策・地域ケア推進課】 

・【再掲】熊本県難病患者就労支援ネットワーク会議を開催し、関係機関の連携体制の構

築、情報共有を図り、難病患者の就労支援を実施する。【健康づくり推進課】 

・【再掲】熊本県難病相談・支援センターにおいて就労相談支援を実施する。【健康づく

り推進課】 

・【再掲】熊本県がん患者等就労支援ネットワーク会議を開催する。【健康づくり推進課】 

・【再掲】がん患者等の就労支援の内容を取り入れた研修会・講演会等を実施する。【健

康づくり推進課】 

 

 

８ 熊本地震からの復興支援  

 (1) 震災離職者等の就労支援 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・【再掲】新卒応援ハローワークに設置した「学生等震災特別相談窓口」において、被災

した就職活動中の学生等のニーズに応じた職業相談等を実施する。【支援室】 

・ハローワークに設置した「震災特別相談窓口」において、被災者の仕事等に関する相

談等を実施する。【安定課】 

・【再掲】建設分野及び福祉分野における被災求職者を中心としたとした事業所説明会、

就職面接会等を実施する。【安定課】 

・被災求職者に対するきめ細かな職業相談・職業紹介を実施する。【安定課】 

・被災求職者の雇い入れに積極的な求人の確保を図る。【安定課】 

 

県と労働局は、連携・協力して、震災離職者等の就労を支援する。 
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≪県・県教委が実施する業務≫ 
・「ジョブカフェ（ブランチ）」及び「くまジョブ」において、就労支援を行う。【労働雇

用創生課】 

 

【目 標】  
◇（労働局）被災求職者のニーズに応じたきめ細かな職業相談・職業紹介を実施し早期

再就職を図る。 

  

(2) 復興を担う人材の育成・雇用の確保拡大 

 

 

 

≪労働局が実施する業務≫ 
・地域雇用開発奨励金（熊本地震特例）を活用し、被災した企業等の雇用の確保・拡大

を図る。【対策課】 

・【再掲】建設分野及び福祉分野における被災求職者を中心としたとした事業所説明会、

就職面接会等を実施する。【安定課】 

・建設労働者確保育成助成金による建設労働者の人材育成を図る。【対策課】 

 

≪県・県教委が実施する業務≫ 
・【再掲】「熊本県ＵＩＪターン就職支援センター」における企業情報の提供や、職業相

談などを実施するとともに、ＵＩＪターン就職にかかるイベントを東京で開催し、熊

本の企業とＵＩＪターン就職希望者とのマッチングを支援する。【労働雇用創生課】 

・事業所へのアドバイザー派遣等により、地域雇用開発奨励金（熊本地震特例）等の活

用を支援する。【労働雇用創生課】 

・【再掲】３分野（IT、BPO・コールセンター、建設）において、関係機関と一体となっ

て人材確保・育成のためのスキルアップ研修及び雇用型現場実習訓練を行う。【労働雇

用創生課】 

  ・創造的復興に貢献する人材を育成するため、工業・農業・商業・家庭・福祉を学ぶ専

門高校生が、学校や被災地で復旧・復興について専門的に学ぶ「くまもと未来への復

興人材育成事業」を平成２９年度より実施する。【高校教育課】 

県と労働局は、連携・協力して、復興を担う人材の育成・雇用の確保・拡大を支

援する。 


